
2-2

H27 H28 H29 H30 H31

1 25回 18回 24回 27回 33回 30回 35回

2 63％ 65.8％ 65.8％ 67.3% 67.9% 70％ 80％

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 総務部総務課（総務・防災担当）

事務事業名 自主防災組織活動活性化促進事業 事業番号 12433

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 防災・減災対策の強化

施策目標 官民協働による地域防災力の向上に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

自主防災組織、町会

対象者の今後の予想 増加

施策体系との関連

対　象

0

地域で実施した防災事業

自主防災組織の結成率

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

①根室市自主防災組織活動助成金の交付
②根室市地域防災推進員による防災講座の実施、協力員の研修参加によるスキルアップ

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　地震津波などの大規模災害発生直後は、公的防災機関の対応「公助」には自ずと限界があり、住
民同士が相互に協力し助け合う「共助」が被害軽減の最も重要な行動となることから、「共助」の中
核となる自主防災組織による被害を予防・軽減するための防災活動の活性化を促進し、地域防災力
の向上を図る。

３　事務事業の現状

目標値
（H37）

実績値

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債 0 0 0

H30予算 H30決算 H31予算

2,157 1,413 2,157

その他 2,157 1,413 2,157

一般財源 0

国道支出金 0 0

83 61

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 40 29

0 0

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

2,771 2,027 2,771

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など
①組織結成の促進や結成後の活動のフォローアップなどの初期支援
②根室市地域防災推進員制度の推進

今後の動向・市民ニーズなど

①根室市地域防災推進員については、各地域の防災活動に対する助言や防災講座の実施、また、
推進員の研修参加によるスキルアップなどに取り組む。
②根室市自主防災組織活動助成金については、平成27年度より防災士資格取得に係る経費につ
いても助成対象として拡充したが、必要に応じ、市民ニーズ等に沿った助成制度となるよう見直しを
行いたい。

５　事務事業の評価

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　根室市自主防災組織活動助成金については、平成27年度より防災士資格取得に係る経費につい
ても助成対象として拡充したが、必要に応じ、市民ニーズ等に沿った助成制度となるよう見直しを行
いたい。

□ある　　□一部ある　　■ない

□ある　　□一部ある　　■ない

事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

　自主防災組織活動については、共助の理念に基づき地域が主体的に取組むことが理想である
が、組織結成促進や結成後の活動のフォローアップなどの初期の支援、また、助成金交付による財
政的支援を市で実施する必要がある。

□ある　　■一部ある　　□ない

　各町会が自主防災組織を結成し、更には地域毎や避難所区分毎などで組織間で連携し、地区防
災計画の策定や津波避難訓練などの防災訓練の実施、非常用物品の備蓄など、地域主体の自発
的な取り組みを促進することにより大規模災害への対応に備え、地域防災力の強化に繋がってい
る。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない



2-2

H27 H28 H29 H30 H31

1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） - -

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

3,840 3,840 3,840

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 5,341 5,341 4,716

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.50 0.50 0.50

内

訳

0 0 0

その他 1,501 1,501 876

H31予算

1,501 1,501 876

国道支出金 0 0 0

地方債

事業費　（＝下記内訳計）

H30予算 H30決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値
目標値
（H32）

目標値
（H37）

防災行政無線のデジタル化

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　国などからの緊急情報を受信するための全国瞬時警報システム（Ｊアラート）新型受信機を更新
し、継続して緊急情報の情報伝達手段を確保した。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　津波警報や避難情報などの緊急情報を、屋外一斉放送により住民等へ迅速かつ広域に伝達する
ための情報伝達手段を確保する。

３　事務事業の現状

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

主に沿岸地域住民

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 防災・減災対策の強化

施策目標 官民協働による地域防災力の向上に取組むまち

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 総務部総務課（総務・防災担当）

事務事業名 防災行政無線整備事業 事業番号 12731



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（H31年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和元年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

:デジタル防災行政無線整備事業（事業番号：12755）により、継続して防災行政無線の整備を推進
し、情報伝達手段の確保を図る。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

市内中心部の市街地区への拡声子局の追加設置を検討中である。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

コミュニティＦＭ電波を活用した放送システムなど、コスト削減が可能な手法もあるが、耐災害性等を
勘案すると防災行政無線システムが最善である。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

全国瞬時警報システム（Ｊアラート）新型受信機を更新し、継続して緊急情報の情報伝達手段を確保
した。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

防災対策において住民等への情報伝達は市の責務であり、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）や
防災行政無線は、地方公共団体等のみが利用可能である。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
活動指標の目標は未達成であるが、事業番号12755　デジタル防災行政無線施設整備事業へ事業
継承する。

今後の動向・市民ニーズなど

現状の同報系防災行政無線は、主に沿岸部に屋外拡声子局を設置し、屋外で作業中の漁業従事
者等への情報伝達を目的としていたが、近年の弾道ミサイル情報など、中心部の市街地区も含めた
市内全域へ情報発信すべき案件が増加しており、中心部への拡声子局の追加設置を検討する必要
がある。



2-2

H27 H28 H29 H30 H31

1 3ヶ所 3ヶ所 2ヶ所 2ヶ所 1ヶ所 13ヶ所 13ヶ所

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 総務部総務課（総務・防災担当）

事務事業名 災害備蓄推進事業 事業番号 11771

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 防災・減災対策の強化

施策目標 官民協働による地域防災力の向上に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

市民

対象者の今後の予想 減少

施策体系との関連

対　象

0

防災倉庫の設置数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　避難所の食糧備蓄を消費期限到来に伴い更新、落石地区に防災倉庫を設置し備蓄品を配備、ま
た、停電対策として市役所等に発電機等を整備した。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　各避難所に食糧や備蓄品を整備することにより、避難所を円滑に開設・運営し、避難生活の質を
向上させる。また、防災倉庫を整備することにより、建物等が無い場所を一時避難場所としている地
域が倉庫に物品等を備蓄することで、孤立化や数時間から１日程度の避難に対応でき、地域住民
が主体的に備蓄品を早急・円滑に利用することができる。また、発電機等を整備することにより停電
に対する本部機能の維持等を図った。

３　事務事業の現状

目標値
（H37）

実績値

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債 0 0 0

H30予算 H30決算 H31予算

7,957 7,747 3,834

その他 5,417 5,247 3,834

一般財源 140

国道支出金 2,400 2,500

8,571 8,361

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

0 0

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

614 614 614

8,571 8,361 4,448

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など 　避難住民や避難所を運営する者が災害時に混乱することのないようマニュアルを整備する。

今後の動向・市民ニーズなど
　各避難所へ一律に配備する災害用備蓄品については一定程度の整備が完了したことから、今後
は食糧備蓄の消費期限到来に伴う更新や、指定避難所において避難生活を送る場合の生活環境
を確保するための備蓄品の整備を進める。

５　事務事業の評価

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　災害への備えとしての備蓄品は、「自助」による各家庭における備蓄をはじめ、地域において自主

的に避難所や防災倉庫に備蓄している実績がある。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

　各避難所へ一律に配備する災害用備蓄品については一定程度の整備が完了したことから、今後
は指定避難所において避難生活を送る場合の良好な生活環境を確保するための備蓄品の整備を
進めたい。

■ある　　□一部ある　　□ない

　引き続き、各種交付金や補助金制度を活用して整備を進めたい。

□ある　　■一部ある　　□ない

　指定避難所への防災倉庫の設置については、災害用備蓄品の保管庫としての使用が想定される
が、その他倉庫へ保管する場合も考えられる。

事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

　災害の備えとしての食糧・備蓄品等については、自助・共助の理念に基づき住民自らも備蓄に努
めるものであるが、避難所における食糧や備蓄品の整備は、大規模災害時の物資調達が困難な状
況に備え、応急的に対応でき得る一定数量は市において整備するべきものである。

□ある　　■一部ある　　□ない

　各避難所に食糧や備蓄品を整備することにより、避難生活における避難者の健康を守り、その後
の生活再建への活力を支える基礎となるよう、避難所を円滑に開設・運営し、避難生活の質の向上
が図られている。また、防災倉庫を整備することにより、建物等が無い場所を一時避難場所としてい
る地域については、倉庫に物品等を備蓄することにより孤立化や数時間から１日程度の避難に対応
でき、地域住民が主体的に備蓄品を早急・円滑に利用できる環境となっている。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない



2-2

H27 H28 H29 H30 H31

1 54.3% 54.3% 65.7% 77.1% 88.6% 100.0% 100.0%

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,679 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【平成30年度】

主管課名（担当名） 下水道課下水道事業担当

事務事業名 浸水対策事業 事業番号

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 防災・減災対策の強化

施策目標 官民協働による地域防災力の向上に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市民

対象者の今後の予想 減少

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

近年のゲリラ豪雨等の影響による中心商店街の緑町をはじめとする低地部の浸水被害についての
防災・減災対策。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

家屋及び店舗等の浸水被害の軽減。

３　事務事業の現状

実績値

整備面積（浸水区域の拡大）

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（H32）

目標値
（H37）

H30予算 H30決算 H31予算

56,000 53,082 59,128

国道支出金 14,000 13,230 23,000

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債 42,000 39,700 35,900

その他 152 228

一般財源 0 0 0

人員（人工） 1.50 1.50 1.50

11,519 11,519 11,519

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 67,519 64,601 70,647

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 762 729

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



□結びついている　　☑一部結びついている　　□結びついていない

特になし。

作成年月日 令和元年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 特になし。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など 平成27年度に浸水区域の見直しを実施し、現行の3.8haから7.0haに拡大している。

今後の動向・市民ニーズなど 港湾部局と併せた浸水被害軽減対策を実施し、高潮及び大雨等による浸水被害の軽減を図る。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

☑現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　☑見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

下水道法では「公共下水道の設置、改築、修繕、維持、その他の管理は市町村が行うものとする」と
なっているため。

□ある　　□一部ある　　☑ない

ハード面での整備については市が中心となり整備し、ソフト面については官民協働による防災・減災
対策の実施が必要不可欠である。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　☑不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　☑ない　　□既に負担がある

特になし。

□ある　　□一部ある　　☑ない

すでに工事コストの縮減を図っている。

□ある　　□一部ある　　☑ない


